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（写真）Fedecamaras “７月１７～１８日 第８１回 Fedecamaras 総会を開催、１８日に次期代表を決定” 

 

 

２０２５年７月１６日（水曜） 

 

政 治                     

「全国市長・市議会議員選まで残り１１日 

～選挙ボイコットは急進派支持を意味せず～」 

経 済                     

「コロンビア政府 Monomeros 購入を模索 

～米政府に購入許可の制裁ライセンスを検討～」 

「消費者世論調査 ６１％はブランドを重視」 

「２５年６月のベネ原油価格 先月比１０％増」 

社 会                     

「ベネズエラ海域でコカイン３トンを押収」 

「７月１８日～９月１５日まで学校夏休み期間」 

２０２５年７月１７日（木曜） 

 

政 治                    

「副大統領スリナム訪問 両国の関係強化を模索」 

「米国務長官 外交官に他国選挙の言及禁止指示」 

「米政府 Tren de Aragua 幹部６人に個人制裁」 

経 済                    

「Fedecamaras 新代表 ７月１８日に決定 

～Pissella 氏、Capozzolo 氏による代表争い～」 

「政府 民間企業へ PDVSA・CVG への投資要請」 

「ベネズエラ・コロンビア 経済特区の覚書締結 

～内容が不明確で、将来的な実効性は疑問～」 

「マドゥロ大統領 ２５年 Q２の GDP は６％増」 
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２０２５年７月１６日（水曜）             

政 治                       

「全国市長・市議会議員選まで残り１１日        

  ～選挙ボイコットは急進派支持を意味せず～」       

 

世論調査会社「Datanalisis」のビセンテ・レオン社長は、

７月２７日に予定されている全国市長・市議会議員選に

ついて、現在の国民感情に関する見解を表明した。 

 

レオン社長は、７月２７日の全国市長・市議会議員選は

５月に行われた国会議員・州知事選挙と近い状況になる

と認識している。 

 

「個人的には、選挙ボイコットは有効的な戦略だと考え

ておらず、その点については既にこれまでも何度か理由

を説明してきた」「しかし、選挙ボイコットが多数派に

支持されていることは認識している」 

 

「７月２７日の選挙に関して、様々な事実から５月に行

われた選挙の繰り返しになることが確実視されている」 

「明確に野党派が大勢を占めている地域を除いて、与党

候補が市長に当選することになるだろう」 

 

「これは理想的なシナリオではないが、世論調査がその

結果を示唆している」「世論調査は、人々の望みを肯定

するために存在するのではなく、多数派が何を考えてい

るかを正確に理解するためにある」 

 

「ベネズエラ国民の多数は現在の選挙条件を信頼して

いない」「選挙で勝利することが目的ではなく、政治闘

争を維持するために一定の政治的な余力を維持するこ

とは、多数派が望んでいることではない」 

との見解を示した。 

 

 

 

また、レオン社長は、「７０％のベネズエラ人は、平和

的な手段により政治闘争が解決されなければならない

と考えている」と指摘。「外国の武力介入による政権交

代を支持しているのは全体の５％のみ」と指摘した。 

 

「多数派が選挙ボイコットを支持していることは、多数

派が急進的なシナリオを支持していることを意味しな

い」「急進的なシナリオについて、多数派が明確に拒絶

している点がいくつかある」 

 

「経済制裁を支持しているのはベネズエラ国民の１

６％だけである」「また、経済制裁を通じて政権交代を

実現できると考えているのはベネズエラ国民の１１％

である」 

 

「多数派が、経済制裁は自身の生活に悪影響を与えてい

ることを実感しており、有効な手段ではないことを認識

している」「制裁を支持することは、自身を痛めつける

マゾヒズム的な行為であり、肯定することは困難だろう」 

 

「デジタルの世界からは度々、ベネズエラ国民が制裁を

支持しているとの論調が報じられるが、世論調査はその

論調を明確に否定している」 

とコメントした。 

 

経 済                        

「コロンビア政府 Monomeros 購入を模索      

 ～米政府に購入許可の制裁ライセンスを検討～」           

 

トランプ政権は、Monómeros（ベネズエラ石油化学公社

Pequiven が株式の１００％を保有するコロンビアにあ

る肥料会社）の制裁ライセンス停止を検討している（「ベ

ネズエラ・トゥデイ No.1232」）。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e53799863518a26d5090a87bd55b5f93.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/e53799863518a26d5090a87bd55b5f93.pdf
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Monómeros は、コロンビアの農業用肥料の約２８％の

供給を担っており、Monómeros の稼働停止はコロンビ

アの農業セクターにとって大きな痛手になる。 

 

このような事情から、コロンビア政府は、Monómeros を

マドゥロ政権から買い取ることを望んでおり、両政府の

協議が進んでいる（「ベネズエラ・トゥデイ No.1240」）。 

 

７月１６日 コロンビアの Edwin Palma Egea エネルギ

ー相は、自身のソーシャルメディアアカウントにて、 

「コロンビアの農業自給率の保証にとって重要な

Monómeros の買収について、Pequiven 代表らと協議を

行った」「買収を完了させるためのオプションには、同

取引を進めるための米国の制裁ライセンス取得も含ま

れる」と投稿した。 

 

 

（写真）Edwin Palma Egea エネルギー相 

 

「消費者世論調査 ６１％はブランドを重視」                  

 

コン サルタント 会社「 Atena Group 」の Alexander 

Cabrera 代表は、広告雑誌「Publicidad & Mercadeo」が

主催する経済フォーラム「Ranking de Marcas 2025」に

て登壇。 

 

同社が２５年１月～４月にかけて実施した、ベネズエラ

人の商品購買時の志向についての調査結果を公表した。 

 

Cabrera 代表によると、６１％の回答者が「ブランドを

重視している」と回答。３９％は「それ以外の理由で購

入判断をしている」と回答したという。 

 

また、７０％のベネズエラ人消費者は「商品を買いに行

く前の段階から購入するブランドを決めている」と指摘

した。 

 

他、２１％の回答者は「品質は最も重要な要素の１つ」

と回答。１９％は「価格と品質を踏まえて購入を判断し

ている」と回答。１５％は「信頼を重視している」と回

答したという。 

 

「２５年６月のベネ原油価格 先月比１０％増」                  

 

OPEC の月例レポートによると、２０２５年６月のベネ

ズエラの代表油種 Merey 原油の価格は５６．８６ドル

／バレルだった（下表参照）。 

先月（５月）の５１．７３ドル／バレルから５．１３ド

ル／バレル（１０％）上がったことになる。 

 

２０２５年１～６月の Merey 原油の平均価格は５９．

６６ドル／バレル。前年の６９．９３ドル／バレルより

も１０ドル以上下がっていることになる。 

 

（写真）OPEC 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/de5f0516c164ddccb0c6c55e5c2df8be.pdf
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社 会                        

「ベネズエラ海域でコカイン３トンを押収」           

 

７月１６日 ディオスダード・カベジョ内務司法相は、

自身が司会を務める番組「Con El Mazo Dando」にて、

ベネズエラ海域（マラカイボ湖周辺）で不審な船舶を発

見し、同船舶からコカイン３０７５キロを押収したと発

表。 

 

同船舶に乗っていた４人のコロンビア人を拘束したと

言及した。 

 

カベジョ内務司法相は、「今回の逮捕は警察の素晴らし

い仕事によるもの」と説明。麻薬撲滅のために活動する

警察の尽力を称えた。 

 

また、カベジョ内務司法相は、コロンビアが麻薬を栽培

している点、米国が麻薬取り締まりを行わず、世界一の

麻薬消費国になっていることを批判。 

 

他、イスラエルがアジア・欧州地域の中で一人当たりの

麻薬消費量が最も高い国だと訴えた。 

 

「７月１８日～９月１５日まで学校夏休み期間」         

 

日本の場合、新学年は４月から始まるが、ベネズエラの

場合、新学年は９月から始まる。 

 

ベネズエラでは７月１８日から夏休みが始まり、９月１

５日から新学年が始まる。つまり、７月１８日から２カ

月の長期休暇があることになる。 

 

通常だとこの期間、学校は閉鎖されるが、エクトル・ロ

ドリゲス教育相は、「夏季休暇中も学校は給食の提供を

継続する」と発表した。 

 

 

ロドリゲス教育相は、「夏季休暇中の約２カ月間、学校

は解放され学童に給食の提供を続ける」「学校給食の継

続は、夏季休暇中に教員が学校に通うことを強要してい

るわけではない」「地元に留まる場合は、給食を食べる

ことができる」と説明した。 

 

また、夏季休暇中に９００の学校のメンテナンスを行う

と補足。同期間中は複数の学校で工事業者が入ることに

なると補足した。 

 

２０２５年７月１７日（木曜）              

政 治                       

「副大統領スリナム訪問 両国の関係強化を模索」        

 

７月１７日 デルシー・ロドリゲス副大統領は、スリナ

ムを訪問。Jennifer Geerlings-Simons 大統領の就任式に

参列した。 

 

また、ロドリゲス副大統領は、スリナムの Ashwin Adhin

国会議長と面談し、マドゥロ大統領の書簡を手交した。 

 

ロドリゲス副大統領によると、マドゥロ大統領の書簡に

はスリナムとの経済関係および友好関係の強化を望む

趣旨の内容が書かれていたという。 

 

また、「民主主義の強化、両国国民の利益を念頭とした

関係強化の点で Adhin 国会議長と共通の認識を持つこ

とが出来た」「我々の目的はスリナムとの平和的な関係

強化を深化させることである」と説明した。 

 

なお、両国はガイアナを挟み距離的には近いが、経済関

係は希薄である。２０２３年のベネズエラからスリナム

向けの年間輸出額は７６，４００ドル。主な輸出品は採

掘機械、洗浄機など。 
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スリナムからベネズエラへの年間輸出額は７２００ド

ルで、品目は主に葉巻となっている。 

 

 

（写真）Bancaynegocios 

 

「米国務長官 外交官に他国選挙の言及禁止を指示」         

 

ロイター通信は、「米国のマルコ・ルビオ国務長官が、

自国の外交官らに対して、他国の選挙についての言及を

控えるよう指示を出していた」と報じた。 

 

具体的には、他国選挙の中立性・平等性・合法性などに

関する意見表明を禁止したという。 

 

実際にトランプ政権（２期目）は、マドゥロ政権への経

済制裁を強化しているものの、５月の国会議員選・州知

事選についてはほぼ見解を表明していない。 

 

また、７月の市長選についても全くコメントをしておら

ず、ベネズエラでの選挙に関する直接的なコメントは避

けている印象がある。 

 

ただし、「外国の選挙プロセスに関する見解の表明は、

国務省が公式に発表する」としており、米国政府として

他国の選挙プロセスの正当性に見解を表明することを

放棄したわけではないようだ。 

 

 

 

「米政府 Tren de Aragua 幹部６人に個人制裁」           

 

７月１７日 トランプ政権は、ベネズエラ系犯罪組織

「Tren de Aragua」の幹部らに個人制裁を科した。 

 

制裁を科された人物は以下の通り。 

 

・Héctor Guerrero Flores（通称 Niño Guerrero） 

  Tren de Aragua のリーダー 

・Yohan José Romero（通称 Johan Petrica） 

  Niño Guerrero の右腕 

・Josué Ángel Santana Peña（通称 Santanita） 

  Tren de Aragua の創設メンバー 

・Wilmer José Pérez Castillo（通称 Wilmer Guayabal） 

  Niño Guerrero のボディガード 

・Wendy Marbelys Ríos Gómez 

  Niño Guerrero の妻 

・Félix Anner Castillo Rondón（通称 Puro Arnel） 

  Tren de Aragua 下部組織 Los Gallegos のトップ 

 

米国財務省は「これらの関係者は２０年以上に渡って犯

罪活動に加担し、恐喝や汚職などを繰り返し、西半球全

体に影響を与えるまで Tren de Aragua を拡大させてき

た」と発表した。 

 

 

（写真）米国財務省 
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経 済                       

「Fedecamaras 新代表 ７月１８日に決定               

 ～Pissella 氏、Capozzolo 氏による代表争い～」            

 

７月１７日～１８日にかけて第８１回「ベネズエラ経団

連（Fedecamaras）総会」が開催される。今回の総会で

は、２０２５～２７年の Fedecamaras 代表が決定する。 

 

「ベネズエラ・トゥデイ No.1235」でも紹介したが、今

回は Luigi Pisella 氏（元 Conindustria 代表、写真の左側

の男性）と Felipe Capozzolo 氏（元 Consecomercio 代

表、写真の右側の男性）の２人が代表争いをしており、

７月１８日に決定する。 

 

Luigi Pisella 氏が代表に就任した場合の Fedecamaras 役

員は、Tiziana Polesel 氏（第１副代表）、Rafael Trejo 氏

（第２副代表）、Celso Fantinel 氏（財務担当）となる。 

 

Felipe Capozzolo 氏 が 代 表 に 就 任 し た 場 合 の

Fedecamaras 役員は、Francisco López Domínguez 氏（第

１副代表）、José Manuel Alejos Mejías 氏（第２副代表）、

Monique Loffredo Licursi（財務担当）となる。 

 

両者ともにマドゥロ政権との対話と協調を重視してい

る点は一致している。また、地域経済の発展、インフレ

対策、税制問題の解決、失業対策など基本的な方向性は

一致している。 

 

しかし、目的を達成するためのアプローチ過程は異なる

ようだ。 

 

Luigi Pisella 氏は、具体的には「価格固定」の撤廃を求

めることを重要視している。また、消費者保護に関する

法律の拡充にも力を入れる姿勢を示している。 

 

 

 

また、不動産賃貸に関する法制度の改定、付加価値税の

納税頻度を現在の１５日に１度から３０日に１度に変

更することなども求める方針を示している。 

 

一方、Capozzolo 氏は、ベネズエラの経済問題（公共サ

ービス、インフレ、税負担など）についてマドゥロ政権

と意見交換をするための「経済対話委員会」の発足を提

案している。 

 

また、非石油セクターの輸出促進、民間企業による投資

促進（民間投資を促進するための法改定）などに尽力す

る方針を示している。 

 

 

（写真）Bitacora Economica 

 

「政府 民間企業へ PDVSA・CVG への投資要請」         

 

７月１７日 デルシー・ロドリゲス副大統領（兼石油相）

は、Fedecamaras 総会に出席。民間企業に対して、石油

セクター（PDVSA）、鉱物セクター（CVG）への投資を

拡大するよう求めた。 

 

「マドゥロ大統領は、あなた方の投資を求めている」 

「マドゥロ大統領は、ベネズエラの企業に対して、CVG

や PDVSA などに投資することを求めている」 

「ベネズエラの状況、労働環境を回復するために協力す

ることを望んでいる」とコメントした。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/6755081a0bdf7b9169b1cdfc9d8ac17a.pdf
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これまで石油セクター、鉱物セクターは政府の専権事項

だったが、トランプ政権による経済制裁の再強化を受け

て、マドゥロ政権は、これらのセクターの縛りを緩めて

おり、民間セクターの関与を受け入れるようになってい

る。 

 

「ベネズエラ・コロンビア 経済特区の覚書締結      

  ～内容が不明確で、将来的な実効性は疑問～」            

 

７月１７日 ベネズエラとコロンビアは、商業・工業・

石油・電力・ガス・観光・交通の分野で両国の協力を促

進するための経済特区の創設に関する覚書を締結した。 

 

ロドリゲス副大統領は 

「今回の覚書は、ペトロ大統領とマドゥロ大統領が交わ

した両国の国境に関する合意を具体的な形にしたもの

である」「この覚書を締結することで、コロンビアのノ

ルテ・デ・サンタンデール県の住民およびベネズエラの

タチラ州、スリア州の住民が主に裨益することになる」

と述べた。 

 

今回の覚書により両国の人や貨物の移動、経済関係が強

化されるとしているが、具体的な経済強化のプロセスが

はっきりしておらず、有効性を評価するのは難しい。 

 

また、コロンビアが右派政権に交代すれば、同協定は事

実上白紙になることが予想される。 

 

マドゥロ政権およびペトロ政権は、今回の覚書について

大々的に宣伝しているものの実効性については疑問が

残るところだ。 

 

 

 

 

 

 

 

（写真）bancaynegocios 

 

「マドゥロ大統領 ２５年 Q２の GDP は６％増」         

 

７月１７日 マドゥロ大統領は、２０２５年第２四半期

のベネズエラの GDP 成長率について、成長を続けてい

るとコメント。前年同期から６％増加したと述べた。 

 

マドゥロ大統領は 

「２５年 Q１のベネズエラは前年同期比９％の経済成

長を達成した」「２５年 Q２は、野党勢力が再び経済戦

争を仕掛けてきた」 

「しかし、諦めない鉄の精神により悪意に打ち勝ち、ベ

ネズエラの２５年 Q２の経済成長率は前年同期から

６％以上増えた」「１７四半期連続で経済拡大が続いて

いることになる」 

 

「２０２２年は、前年比１５％増の経済成長を達成した」 

「２３年は、同５．５％増、２４年は同９％増だった」 

「２５年の Q１は９％増、Q２は６％を超える経済成長

を達成した」と述べた。 

 

以上 


